
市場開放の一般均衡分析

問弁書

1. 問題の所在

現在、我が毘は、景委主抵迷が長期化するなかで、不透明な要素iまかりが目立ち、

景気期復への足がかりさえみつからない状況下にある o こうじたもとで、政府立か

りでなく設問間体からも数多くの提言言がなされているが、ぞれらに共通した掩策と

して「規制緩和」が挙げられている。政持による規制辻、 (1)供絵者と需要者との関

に構報の非対称性がある場合、 (2)寡点の弊容が顕主主イとする場合、 (3)長期的に窺壊の

経済性が期待される場合、 (4)外部性が存荘する場合、などに正当fとされる。しかし、

我が国の場合、現存するま見続によりかえって市場の不安定性が増したり、諸外罷に

比して非効率性が目立ったりするマイナスの側離があらわれているといわれる。そ

うした市場では、むしろ規部緩和を推進することで、屋内企業や海外企業による市

場への参入を促し、競争圧力を高め、その結果、市場内効率'性が向上するよう方向

付けるべきだろう。

日本における規制や取引慣行が市場にどの程度の歪みをもたらしており、ぞれが

解消されることによって、市場の効率性と所得分震はどう作用するのかを試算する

としては、 Sazanami，Urata and Kawai (1995)がある。そこで我々は、内外

{連絡差を鐸証として市場の歪みの程宣告?測定しようとした。なぜならば、内外調格

差の大きな産業沼ど市場になんらかの非競争的要国があると考えられるからだ。表

lιi立、 1990年における米患を1.0としたときの日本と OECD諸国平均のイ面接水

準が示されている。 OECD統計iこおける内外価格差は、小売価格段階での米国に

おける販売犠轄に対する日本における毅売価諮の比で定義されている。この表から

米国はOECD諸富平均よりも価格がほとんどの部門で安いが、逆に日本はほとん

どの部門で摘諮が高いことがわかる。調費財僻轄は、平場で、米国よりも43%も高く、

なかでも、農産品、エネルギー、 -1::ス(限療と教宵を除く)の鵠絡が高い。
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表 1 需要項目5:jljEI米価格差 (19的年、米盟=1.0)
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また建築費も より 64%も高いことが示さ いる。我々の先の分析では、 fiffi格

義が瞬時にしてなくなったらというシミュレ…ションを行ったが、なぜ{iffi格差が大

きいのかを分析的につめることができなかった 3 また、簡懇低下の効果が産業調で

どのように波及するかについても検討できなかっ

内外摘格差のもう一つの問題として、 E本において錆格差が縮小するどころかむ

しろ拡大している点が挙げられる。1ZI1をみると、 1980年以降、為替レートは著し

く増価し、総入シェアも若干・ではあるが増加しているのに対して、内外側格差はお

年以降、拡大し続けていることがわかる。先の我々の研究で分析されていなかっ

として、なぜ嫡格護が拡大するのかという勤務的な鑓麗も挙げられる。

本轄で辻、先の分析で誌考議、できなかった点を改良するために市場開放の経済効

果を多部門一般均衡モデノレを溶いて評価することをその目的としている。まず第2

第では、内外錨橋義の饗闘を分析的に明らかにすることで、価格護者解消する

規髄綾季11等による内外への甫場開放を通じた政策が有効な方築はなりうることを

さらに第3 は、分析で期いる デルのf本系について説明を加える c

ここで、用いるそデルは詳細な部門民のシミュレーション実験が行えるように部門数

を162部門にするなどかなり大きなモデルになったが、部格調整にもとづくワルラ

ス体糸の単純なモデノレ設定を行ったために操作可能なものとなった。第4蔀では、

内外価格差を生み出す要因として考えられている関税ならび、に非開説障壁が解治さ

れた場合に各市場にあるいは市場全捧はどれほどの翁果を及ぼすのかをシミュレー

ション分摂する。このとき規制緩和にともなう競争の促進で、日本の産業に寄在す

る非効率性が解消された場合には、先のシミュレーショングコ結果が大幅に変わる

とから、規制緩和等の効率性出ょを自指した政築との性用が有効であること
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らみても有勢であることも

らi:Jぺ二 ペコ 最後に5蔀で辻結果のまとめと今議の課題について言及することに

する。

2. 内外価格差の諸要因

なぜ内外{間格葎が存在するのであろうか。 1でも薙寵されたように内外儲権譲

辻、外食・ホテル、輸送襲、教養娯楽サー においてだけで

はなく、 家具家事用品など おいても観察されている o

しか この えるときに辻、商品ま どスが消費者の手元に麗くま

での鶴務形成 臨して、設稽釣に橡討を加える る。

2.1 為普レ…トの不兜全転嫁・不完全代替・欄受襲撃襲用の存在

まず貿易財に いて円高の進行によってなぜ価格識が拡大しているのかを考えよ

う。その現出としては、為替レートのオーパーシュ ト ず挙げられる。 しかし、

語整を還らせ として、輸入植接および輸出部格立 ける為替レートの転嬢が

不完全で、あることや輸出入構造の彊定住が考えられる。

題2に辻、 (PD) ，円建て事会入揺絡帯主主)、円建て輪出橿諮(PE)の

浴場詩書童文の一般均衡分析 135 
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資料} r物術指数年報(日本銀行)

1980年以降の誰移が訴されているが、この図から、 (1)円建て輸出構籍辻円高の進行

にともない国内卸売鑓椿よりも51き下げられていること、出輸入価格の急敢な億下

にもかかわらず関内卸売部格誌それほど大きく母下していないこと、が確認できる。

観測事実の出辻、国内の生産者が、 によるわレ建て輸出様絡の上昇を抑制す

るために為替の鏑諮較撲を控えていることを戒している。これは、権外市場が競争

的であるならば国内市場ζおける非競争性を静景iこしていると考えられる。第2の

観測事実は輸入額替の国内価格へのj受議度が小さいことをあらわしているが、この

としては、権外の生識者あるいは輪出業者が非競争的であること、器内の輸入

チャンネルが制限されているために悶内市場が非競争的であること、国内黙と鎗入

真きが不宛金代替約で、かっその代替の緯度が小さいことなど

最後の要因についてな不完全代替を蔀援とした部分翼繋モ

代替の大きさや調整費用の大きさを商品別に溺定する。

えらi'Lる。このうち

を利用することで、

本分析のモデルでは企業の寡占的な行動を前捷とした均衡モデルではないので、

こうした現象を十分立分析すること誌できないが、為替レート転嫁の不完全性や不

デノレを利用することで、内外市場の非競争性の濃度を分析に織り込むこ

とにする。

136 日本経済研究 N0.31，1996ι 



2.2 流通業・運輸業の非効率性

内の生産者によって作られた国産財や輸入難者が輸入した輸入財が消費者の子

にとどくまでには、流通業と運輸業を媒介にするものがほとんどである。しかし、

日本の流通業や運輸業は欧米に比して非効率であるといわれている。

日 おける流通業・運輸業の非姑帯設をし

問題がある o これは雨者の関

に低いことから生とるものと

として鯨売物揮と小売物横

i二お汁る生産性上

きるc この卸売物密と議費者物館

との主義離は、後者には非蓑易黙であるサーゼス まれていることからも生じる。

ことがいえるのでこうした見解しかし、語一嘉品とみなせるものにおいても

りではないだろう。

3 Iこ とB本の卸売物舗と議費者物f践の されている。

ここでは米国の却売物価を基準とした時の各指数の事離がグラブ化されているが、

明

、制帽 みると日本の卸売物栖l立米国に比して第 1次石油シ双ツク時を除くと相対的

していることがわかる。それに対して日本の消費者物価は卸売物価との帯離

をますます広げ統けている。米国においても消費者物価 卸売価格に比

し

的

る
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し続けているが、事離の程度は日本の方が大きい。

コストは、流通マージンと運輸マージン会みることでより置接

2の(1)には日米両雪の高品別マージ との取引を反映

と との取引をも含んだ総需要と立ついて示さ いるo ここでのマ…

臨3 日米における露売額格、小売僅格の推移{米欝WPI

69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 

資料) "j尚喜雪穀物総指数年率わ {総務庁)、 F守勢鏑指義文字幸霊J (日本銀行}、若手外経済データ {経ぎなJT)
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ジン率は各議品の卸売・小売・流通マージン額の工場出荷額iこ対する比率とし

されている。この結果からは藩輪マージン、流通マージンともに各商品とも日米に

大ままないことがわかる。むしろ日本のマージン率の方が低い場合も散見される。し

かしこのことから日本の議事事業.i束通識は米関よりも効率的で、あるとはいえない。

なぜならマ…ジン率という指標は金額を表しているだ汁でサービス量をあらわすも

のではないので、サービスの震を日米で言電撃しない限り効率笠の議論はできないか

らである。しかし、時点聞のマージン率の推移をみた関村・坪内(1991)が指摘する

ように、日本のマージン芸評が米国に比して相対的に高まっている点は、先の国3で

も示唆されたが、日本の流通部門における非効率性の存在を示唆している。さらむ

日米マージン率の格闘をとっ (表2の(2))をみると、運輸業では日米の類似性

138 滋本経済研究 NIl31 ， 1996.4 



これも日は両国の類似性は認められないことがわかる Oが認められるの

あると考えられる。本の流通業の興関全あるいは問題を示唆す

いても内通産省の流通ピジョン(通商産業庁麗業政策関・中小企業庁(1995))に

タト{留経差議ノj、のためはは流通業の効率化が不可欠であると提言されているが、

山翠カそのの研究において段本の読通業の非議率性の要閉めーっとして、

に辻規模の経済性の菜子在が予想されるにもかかわらず、というのもげられる。

出し大1吉法等の規制が効率的な大型庖舗の参入を妨げていることが非効率性を

に測定してみると、流通業の生産性ているというのだの

(Y/ しば利指されるしとしては、性が確認できる。

(TFP)をL)、付加{話f重労畿生議性(VA/L)に加えて

。国益には、 を1.0としたときの規模別態言書査報告三か

によっされている。生産性が張れ穣グラフ

きい零細企業の生蹴院が最される企業数シェアが庄倒的なるが、棒グラフ

た規模別の生経性格装されている。も低いことはどの指標でも

1-4 Aカ~'O.726)、卸売業では、 55.1%(最大の50-99人が1.551、

では、 46.8%(最大の 5-19人が1.199、最低の 1-4人が0.817)もあることがわかる。

おける窺誌を緩和することによって、以上の考察からも

なく、地産業への労働移動

を円滑に行うことによってマクロ経済への影響も決して小さくないことが予想され

る o

が摺れれ誌、諸費者物舗の法下によるメリット

-小売業の震摸題生産性絡線 (1992::E手)
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2.3 コスト構造

為替の不完全転総や流通費用の問題を考慮しでもなお内外価格差 している。

これ;まB本の市場に値格裁定が働きにくくする様々な要躍があるからだと考えられ

る。この締結差の存在に対して企業はどのような対応、をしているのだろうかc もし

市場が閉鎖的であり、金識が教占力を特使できるとすれば、企業辻超過利潤を

いるだろう。また、競争にさらされていないために、非効翠性が発生しているかも

しれない。こうした点辻企業の費用構造を検討することで分析可能で号ある c

いま費謂が定義式C=(1ふり (1十π)(PMM十PLLートPKK)であらわせるとする c

ただし、 u玄関義税率、 η は趨逸利j爵率、 P滋、 PL、PKはそれぞれ、悪材料、

を、 M、L，Kはそれぞれの投入震を示している。日米の生産者{前十告の搭

j訴え J、Uは日 を示している)は定義式を微分することで

P(J) .. 1ふt(J) . PM(J) ， . PL(J) ， . PK(J) 
n c;:::一一一:::r ln ……一~+vMln ~一一一一ふ日n 一一一一一+vKln;.，."一一P(む)....1トt(じ) • VlVILHPMCC) ， Vl.-LLLPdU) ， vr..mp五(む)

のよう立競接税率格差率〈者追第 1項)と原鮮料楢格差率、 資本領繕

∞一ω
だ
一
定

十
一
!
?

1
i

一1
i
n
 

各生産要素の分配率の白米両i国の議事際平均値との加議室和(省近第 2 項~算~ 4 

と超過利潤惑の轄義率(右辺第s項)の各効果に分解することができる o ここで

の超通科j関率格護法、 E米の市場競争震の差あるいは技第釣な非効率性の程度の差

を反映し あると考えられる o

OECDで推計された消費者物館ベースの g米構格差から運輸?ージン、

マージンを控詮した主主産者価祷ベースの162部門議語義データと li1990年目

連関表JJ (通産省)を基礎データとして、それに日米の農業別賃金率、お米の金利差、

固定資本マトリックスなどから要因芳欝に タを?平成した(:j1を言十方j去なら

ぴに詳糖な結果について誌持弁(1996)を参慌のこと) 0 そのうえで162部門ベース

で日米価格差の要割分解を行ったが、それを築許した結果が臨訟に、描格去をと

性語差の詳細な結築は付表lに訴さ札ている。このうち悶5からは、器本の高価格

辻原材科コスト差で読書耳可能な部分もあるが、かしろ幾つかの産業で辻、当該産業

〈卸小売業、サ…ゼス、農林水、意義戦通信、建設}が主国となっているこ

とは明らかである。また金融保喜美業では策金コストの高さもi笥コストの要因と匂っ

ていることが特教的である。詳糠な議設業ベースでみると、米国より鶏率的であった

140 鈴木章表済紛次 No.31 ， 1996.4 
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(0.705)、(0.722)、議維や北学や議報製造業の中でも、衣護身の語り

事務患接稼(0.644)、工作議議(0.おりなどのように

このようまたもちろん逆の場合もある。される。

シミュレーションとは、集計にともなう分若の護珠きをなくすうえに、樺々

行可誌となるという利点もある。

マクロこの非効率性がなんらかの致策によって解撰されるならば、

こう Lたシミュレーション

を行う前に日本の市場における非効率性の要因についてさらなる検討が必饗であろ

づ。

市場開放と生産性2.4 

数多くの貿易財・非貿易財市場における非効率性はなぜ温存されるのだろうか。

その理由として両市場における競争の欠如が重要で、あると考えられる。

例えば、表3の(1)には日米の価格差・生産性格差・生産性上昇率と市場開放の躍度

まず貿易財についてみると、倒格や規制の相度との関係が産業別に示されている。

に比して小さいものの日本のほうが高価格であるが、生産効率詰概し

Lかし、:ま非需に大きなものになることが予想される。

これらの高価格差は原材料価格等で主に説明できることがわかる。
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表 3 貿易依存度と生産性格幾率

(l)TFP格競率と貿易依存度

価格音量 TFP婆差 TFP成長率(85-90) 本翼:8嘉5控存ヨ車本 Ois'tortion Index 支究部ij 強い規制
部門名 US:l. 0 自S;1.0 B本 米国 3 百O米国 90 器本 来彊 lヨ85

日農林水運意書院 2.261 0.880 弘幸重 17弓8% 17.7翼 告7官話 8.3覧 85.8首
2鉱重軽 1. 03告 1. 613 3.6覧 自0.8匹 80.4'覧 0.8現 仏語草 100.0首
3食料品 2.号5号 。.944 問1.3% 叩弘主覧 7.3首 8.6事 11.5首 36.3首 11. 2覧 33マ0%
4綴主義 1. 224 1. 153 -2.4% 3.6'も 7.3% 18.5% 32.8覧 7.2% 官。器拡 56.6襲
5化学 1. 517 1.1告邑 6.6唱 3.3覧 6.3覧 14.8弘 21.8覧 5.5覧 10.8部 25、3襲
6一次会第・金霧車毛ふ 1. 476 1. 062 2.3詰 2.2詰 2.7覧 11. 2首 15.7% 生(y覧 10.0% 0.0私
7機械 1. 288 1. 253 4.6うも 3.5百 之品母も 26.6覧 43.9世 3. (y馬 3.8品 5.2略

i立電気ガス水i葉 1. 753 な宮22 -{) 
11宰1Jl'..党議 L 578 0.830 立9百 0.8襲 40.0覧 10日誌
12金商法主義産量 2. 404 0.803 2.6覧 75.0弘 35.0覧
13. '1て験喜重 1. 290 1. 349 -5マ l覧 50.0事 40.品%
14. i1悪輸通信 之容43 0.817 な4事 1. 9% 80‘9型 10.台覧
サーピス 2. 008 O. 943 -2吉弘 叩立5覧
iS公務 2.088 0.477 

還を事q.) r r，霊芸誌支豊島母表』、 「型軽干存者義経研究会寺院会J，Survey 01 lrnpeπrnent写toTrade and lnvesirnent in the 

Apec Regio匁

主主) 1. Distortion lndex (ま非サーピス議長はaveragelmport Tax Eq立iv乱lentsをと号、サービス芸能では

Inventry Appro設立hlndexを用いたむ

(2)貿易依存農と生産性格瀧率との報開関係

0.493*** ‘571本** .58語家*ホ L 290"* .4<7料。候 0.507ホ車窓
0.224 12今01.3**

。005
164 

ヘ697*ホ本 616ホホ*
288* 126" 

時[.264本旗本 -[. 2幸喜本業本

立告64 0.0841 告051 O. 072 0.129 
1語 1641 116 116 116 

へ139本誌事也 216*誌ホ 223象象参 L090** -.063事滅 的 093車
問 112 1-2. 134*率

，草97ホ** 487*ホ
。375ホ .252*坤
1. 146**' 1 ヨ87本*本

0.000 0.057 0.0681 0.056 0.045 語、075
l63 164 1641 116 116 116 

2主}号室中の事事¥掌;土、それぞれ 1%、5%、10%水機で有
主主であることを示すE

しかし、その部外として、農林水産業と るo こt工ら

1告書5

56.8詫
71. 8覧
19.2首
33.0世
14.7世
0.0誌
3.0覧

生意効率の低きが高楢格競の原因となっているが、費税等価で測っ?と還み指数が極

めて高いことがわかる。この分野の市場謀議;立、関税によってではなく表4泣訴さ

れているような規制によって されており、 τFPの成長率も億い。市場開放の

軽度を関税率や貿易依寄度で代理させたとき、これらと

計的な関罷 しfこもの 3 0)(2) されている。

よぴ効率性との統

市場開放が進んだ

iニ締諮差は小さくなり、効率性も ことを示している。さらに

依存度を事会入比率と輸出i比率に分けて回場をとってみたが、輸出だけではなく輪入

でみても を顎放することが、鏑格差の縮小、勃率性の向上 くことが示唆さ
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ヰ 農業別の主な規制

|強委審入い規規織制÷儲絡規制 |設弱備い鱗・数量.{恋格規制

|燦杯水産莱 書襲糸業法，繭糸衡絡まさ主主法，食滋管理霊法 織委主主量制限，匡18:書室，j!，Jも祭
漁業主た漁業銭高韮誠撃組合， 議選産物の価格安定毒事iこ綴する法律

真珠き襲安室毒事官潟霊華街定措置後 紗絞め価格安定毒事lこ関する法律

家畜務主告主翼芝務取引法，森林法9運筆李主車豆合法 加工原料事し主主選援者補給金等喜重注後霊堂法

酪農振興法

鉱業 鉱業法

ミili経鉱業合理化蓄基終後霊童話き
食料品 滋税法等，タパ口毒事芸選法，塩専売法 合事長資源特別措置法

7井コサ翼手売さえ物倒統制令 委主語急襲詩集法

重量糸業主長 特定不況産業安定臨時捻糧法

石油重憲法，:t苦言語受給適正化法，有吉治告書室主主去 特定石諮塁塁&事脅入館定措置法

火薬類取締法，薬事法 肥料価格安定者李総雲寺措置法

肥料取締法，燦薬取違憲法

最先祭器襲祭事業法， i綴船主ま 特定機械情報産業援輿隊待機護霊法

臨時去最強建造言幾重憲法

その他裂議
建設 建設業法

電気ガス水道 電気事業法，官霊源際発促進法

1fス客数主主，熱供給事業主た水道義長

鈴発小売 i議事喜多農法，飼3売市場法，大応急ま ふヲ宣言著書暴言関空襲特別措置法

揮発語主葬反築業主長

金融保健 銀行法、臨雲寺金利務ま護法，保険業法

|全員護保険料率霧器立芸語体法，証券取引惨など

不動産 宅地建物取引終法

穣立式宅地産量物飯売業主長

運輸通信 道路遂送法、重量物運送致主義務多業主長

鉄道幾多議泳地方鉄道泳戦五室主長

海上遊撃i授をま，内航海遂事持法，i議遂事業法

最先2控t長，自動車トミす将来， j量感業法
護霊祭遜信事業J氏務総放送電話法，君主主主主長
公衆電気通信法，議事僚主主，石油バイ7'7イン毒事業法

サービス 公衆浴場法，海洋汚染及び海上災察防止法 旅行多護法

~)-ニング禁法，産量容締法，美容締法
医療法

資料)公正取引委員会還を料より作成

れる。

次に時系列の生藤l生変化率と市場開設の謹農との関連性を検討してみよう。表5

には、 1960-初年の生産性の変生率と貿易依存変等の指標との関連がら年おきに横

されている。これより各時点とも翼易依再度と生産性の上昇率との罷立高いの

相関が春義ことが確認できる。

非貿易封産業に目をむげるとこの産業群の高擁諮は非効率性の存在によるところ

が大きいことがわかる(表3の(日。なかでも難設業の非効率性は顕著である。また

TFPの上昇率も霞荒ガス において米嬰より低水準にある。こ

れらの産業は参，入規制や{商務規制iが行われている強い規制産業であり、非貿易財産
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表 5 貿易依存度と生産性変化率

60-65 65叩70 70叩75 75-:M 80-85 亮二百0

1.貿易依孝子産{全産業}
定数項 0.013 -0.005 0.336 ***叩0.004* 0.004 ** -0.004 * 
貿易依存度 0.018 * 0.056 * 。覆 022 0.098 *** 0.064 ** 。.058**キ
決定係数 0.001 0.006 O. 001 O. 183 。106 0.062 
標本数 213 213 224 225 226 226 
2.賓易依害度(非サ…ピス業)
定数項 0.041 *** 0.007 0.019 ** 0.006 * 0.006 * 0.000 
貿易依存皮 O. 129牢 -0.032 0.070 * O. 082 *** O. 062権第 0.032 ** 
決定係費支 0.023 0.003 0.019 0.114 。‘ 075 。緒。31
標本委主 163 163 167 168 169 168 
3粛貿易依存度{金麗業)稼倍率調整
定数項 -0. 029本本*-0.077 *** 0.013 * -0.019 *** -0.002 -0.010本**
貿易依存度 0.026 0.051 * 0.030 0.077 *** 0.048 ** 0.058 *** 
成後昇華 O. 419 *** O. 566 *** O. 504 *** 0‘343 *** O. 194 ** 0.112ネ*
決定係数 0.175 0.344 0.095 0.454 0.252 0.092 
標本数 213 213 224 225 226 226 
4.貿易依存度(非サービス業)稼働率調鞍
定数項 0.001 -0.045 **ネ 0.010* -0.008 *キ 0.003 -0.008 ** 
重要易依存皮 -0.127** O. 016 0.038 * 0.038 ** 0.026 * 0.025キ
成長率 。降426**ネ 0.359 *** 0“524ネネ* O. 379 *** O. 229 ** 。“ 198*** 
決定係数 0.222 O. 165 0.211 0.521 0.298 0.220 
者襲ヱド数 163 163 167 168 169 168 
5.輪入、輸出依得度{非サービス業)
定数項 0.039 *** 0.004 0.019 ** 0.006 * 0.006 * O. 000 
事会入比 叩0.172** -0‘090ネ 0.057 O. 007 0.082 ** 0.015キネ
輸出比 -0.070 0.062 0.078 * O. 141 *** 0.053 *卒 0.045 ** 
決定係委主 0.029 0.022 0.198 0.237 0.081 0.040 
標本数 163 163 167 168 169 168 
6.韓入、輪出依存度{非サ}ピス業)線鶴率調整
定数項 0.001 -0.045 *ネ卒 0.009 * -0.007 *ホ 0.002 叩0.008** 
輸入比 -0. 115 * 。.015 0.058 * 0.018 * 。‘080** 0.035本*
織とむ比 -0. 143 * 。刷 016 0.025 0.056 ***叩0.003業* 0.016 ** 
成長率 0.430 *ネキ O. 359 *** O. 530 *** O. 356 *本本 0.255 ** 0.206 *** 
決定係委主 O. 222 O. 165 0.212 O. 528 0.339 0.222 
様水準女 163 163 167 168 169 168 
7.政策変数{金際業)
定数項 -0.026 *** -0.072 *** 0.018ネ* -0.014 *** 0.002 * -0.004 * 
政府貌遼 0.002 -0.007 -0.023 * -0.004 * 0.001 -0.003 
有効保護率一0.009* 0.011 一0.023 0.016 * -0.024 * 一0.012
成長率 0.431串** 0.562 *本* 0.515本** 0.381 *ネ* 0.217 *ネ O. 106 ** 
決定係数 0.179 0.340 O. 103 O. 353 0.209 0.032 
標本委主 213 213 224 225 226 226 
8.企業行動{全産業)
定数項 ァ0.073*** 0.013 * -0.014 *** 0.001 -0.007 ** 
広告書者 0.038 0.302 -0.078 * 0.094 ** -0.001 * 
研究開発 1. 674 0.280 0.802 ** 0.700 ** O. 505本**
成長率 0.562 *** 0.495 *** 0.336 *** O. 153 ** 0.085 * 
決定係数 0.340 O. 101 O. 371 O. 262 0.083 
標本委主 213 224 225 226 226 

出所}筆者ーによる推計

i友) 1. Il羽ゅの律事事バペ禽{立、それぞれ1%、 5%、10%水準セ宥意であることを夫氏す。
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業の多くは様々な法律はよって規制されている(表心。さらに規制産業の生瀧顎比

率でみても規制の強さを加重集計したインベントリー法にもとづく歪み指標でみて

も規制が強い産業では非効率性、生産陸上昇率の停滞がめだっ。一般に、規制の苓

の議小、あるいは生産性上昇を阻害すること辻、楽市・楽座研究会

(1994)ばかりでなく、 Christensen and Haveman (1981)、Crandall(1981)、

Cowing， Small anせStevenson(1981)においても確認されている。本棋における

分析結果もそれをうらづけるものであるといえる。

以上の考繋から貿易需市場では輸入長ぎに対する関税・非関税障壁等が、非貿易財

市場においては様々な規制が非効率牲をもたらしている退去れがある。しかし、逆に

いえば、賓易財産業では寅易自由化による外国食業との競争の促議を、非貿易財産

業では規制緩和を通じた国内および外盟企業簡の競争の提進をはかることが、市場

の効率向上に寄与するものと考えられるo 本分析では、具体的な政策がどのように

作用して生産院の変化をもたらすのかは議討しないが、もし非効率性が改善された

場合立は、穏対価格体系、マクロバランスにどのような影響をもたらしうるのかを

明らかにすることに力点をおく。

3. モヂルの体系とパラメタの設定

先の第2蔀では、高品別内外描搭載の要因として、為等の不完全転嫁の間難、;束

通業の問題、各産業関有の非効率性の開贈会ヰ量摘され、それらを解清するための方

策として市場構法あるい辻規制援和政策が有効となりうることが訴された。しかし、

各産業での市場開放政策が、飽産業に対してどれほどの彰響をおよぽすのか、また、

要素市場への景ii響を考えるとマクロレベルではいかなる影響が生じるのか、等を暁

らかにするには一般均鰐モデルによる分析が不可欠なも丹になる。本節で辻、今認

の分析で手当期する多部門一段均粥モデルについて簡単に観観するが、本分析の主眼

寺?詳細な産業分類にもとづいた分析においたために、こうしたモデルとして辻最も

単純な佃梧讃整にもとづくワルラス体系を選択した。モデルの均葬者解は、寸べての

財市場、婆素市場における慈過供給がゼロになるような内生変数体系を求めるため

に資本サーピス儲格PK 1.0をニューメレールとして労欝サーゼス価格PLと民際

関定資本形成額Vhをi護宜重きかしながら均衡解の探索を行った。以下、モデルの概

をブロックごとに説明を行う(変数名 1)ストは付表2にある)。また、本部で用い

いられる関数の推計結果は河井(1996)を参照していただきたい。
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3. 1 生産ブロック

生産ブロック内ではまず国内生産財価格PDi， i=l，…，nの初期値を与えたもと

で以下の手順で生産者行動を特定化した。

(1)財別輸入円建て価格指数

円建て輸入財価格はドル建ての国際価格に為替レート(円/ドル)を掛けて円建て

に変換したうえで、関税、輸入商品税、その他の関税等価を付加したものである。

PIMi二 (1十tl凶十tl1bi十tl18i)PWioe王E

(2)財別輸入シェア

輸入財と国内財は不完全代替の関係にあり、両者の技術的な代替関係がトランス

ログ単位費用関数であらわせるとすると、輸入財の需要関数は価格の対数値に関す

る娘形式になる。しかし、国内財から輸入財への代替に何らかの調整費用あるいは

障壁が存在するとすれば、前期の輸入シェアを説明変数に加えた以下のような部分

調整モデル

alMi =blMil十blMizln(PIMI!PDi)十blMi3互IMi(-1) 

を設定できる。このとき1-b1Mi3は、調整速度の大きさを示すパラメタになり、

blMi3がゼロのとき調整速度は 1(完全調整)と考える。時系列の産業連関表を用い

て推計を行ったが、多くの商品において前期の輸入シェアの係数は有意であること

から、調整費用の存在はどの商品においても無視できないことがわかる。

(3)混合財価格指数

輸入財と国内財の混合財を生産者や消費者が使用すると考えられるが、この混合

財の価格は可変シェアのコブ=ダグラス集計で近似できる。

lnpoi = alMJnpIMi十 (l-aIMi)lnpDi

(4)産業別原材料価格指数

産業別の原材料価格指数は財別の投入シェアをウエイトにして混合財価格指数を

加重平均することで得ることができる。

PoibIJii 
lnpMjニヱ-----'=---------'-，lnpoi， ~ibIJii = 1 

(ヱiPOibIJij)
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(5)労犠費用シェア、資本費用シェア、原扮料シェア

技欝粂f牛がトランスログ単泣費用関数であらわせるとすると、シェファ…ドの議

より労齢、資本、悪材料の需要関数は

aKjロbpi2十bp151n(PK!P:.li)十bpisln(pL!PMi)十bPJslnt

aLj二 bpi3ートbPJ61n(PK!PMj)十bpj71n(PL! PMJ)十bPJ91nt

a廷 1-aKj-aLj

めようになること辻明らかである。

期生意義務揃格

市場が競争釣で、生産者が鵠絡をその平均費用と等しくなるところ

るとすれば、生産物植格は、 トランスログ単設費用関数

してい

lnpDj = ln (1 +tl2i -isi)十bPJl十bpizlnp韮十bpi31nPL十(1-bPJ2 - bPJ3) lnpMJ 

十bPJ4ln寸 bpi50np山恥l柏崎(い恥Js)lnPMi

→bPj7 (lnpd 2 (い弘恥怜M山2汐i7)lο川)ln均除凶R印npL仇凶dn却削p蜘附M l 
十bpi山山

より導くことができる。費用関数のパラメタは、 スで嶺定されたが、こ

れを162部門のデー夕立適用するためにパラメタの補正を仔った。

(7i総饗素生産i生水準

総要素生設住水準辻先のトランスログ単位費用関数のもとでは

-lnTFPi 十bPJ41nt+bpislnpdnt十bPJ91npdnt

(bp川部)1叩幅十tbFilo刷 2

で骨られる。

(8)~又束計算 1

(6)で算出された生麓物価格で初鰐鐘を置き換え、 (3)へ戻り

さ変更前後の価格護がある収束限界をみたすまで繰り返す。

を行う。このと
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(9)輪出価格の設定

において輸出器搭に対する

デルにおいても輸出極経設主主式

レートの不完全転撲の存在を指携したが、モ

lnpExi = bEXj1十bEXi21npDiムbEXi31ne器

にもとづいて債格づけを行っているとみなした。このとき完全転壌が行われている

とすれ誌、 bEX2 L bEX3 = 0 になるはずだが、 を行ってみると後者の係

数が脊意であることから、 は為替変動によるドル建て輪出錨械を安定fとするよ

うな価格設定を行っていることが予想される o

秘資本収益率の決定

資本サーピスの様惑が投資財価格、金制、減価{賞ま戸惑による資本の鑓荊者費用式

から鐸られることに着吾すれば、ぞれより

PIO (rO十δhfPi
r二三PK一一ーで……ー……δ，PI = II POlbJP' 

1-11 怨 lp.n

で導くことができる。このとき器準時の資本サ一日ス槽揺がでてくるの辻基準化を

行っている為である。

3.2 財別需要ブロック

封jjlj需要ブロック内でも全変数を韓くために、まず総合消費者物縦揺数PCTの

初期穫を もとで以下の子)1闘で解を求めた。

(1)要紫所得の発生

に家計モデル 間の諸費系列の選訳と労動供給を同時に行っていると

しているが、本構ではこの点在患い切って単純化する。まず各投手替の様々な年

齢層の構成長の労動祭給確率L:j:f間格や{もの世帯員の所書に非惑応的であり外生であ

ら提求された賃金所帯と家計が保有するるとみなす。そのとき

最・金融資産から を得るが、政府に対する説金や社会謀露呈担等の所薄

を減じることで可見分所得を ことカfできる。

YDニ [(1…ι-tD2-tD3) (PLS工:;:-+PK言Kr)十十T百IGP十T哀IRPJ・

労{動所得や資意義から鐸られる財産所得、家計の資産ストック量、現在員才と将来慰
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の相対価絡、可処分所得に依拝する鴇費関数を想定した。このとき家計における

撲の経済誌や世帯構成員の年齢分布といつ を考臆するために等価尺度で、リ

スケールしなおした特定化を施Lた。デ…タは1955年から1993年までの

からの持系列資料と1989年の F会型消繁実態輯査ぷの所得措)欝期、世帯主年

齢加の横断面資料とをプー/しして科期した。このとき説者のデータを留民経済計算

ベースに変換するために捧々な推計を行った。被説明変数を l人あたり築震消費

量の対数値にしと消費関数を

(Cp¥ _1.... 11.... 1-(YD/PCT¥ 11.... l_/KW(-l)/P同ln l =bC1 + bczln!一一一十bdni _. ，-' ，-"-，--=.:.~..:::.;.. 
¥POP!¥pop  I ¥pop  

tPCT(l +r)¥ 一一 一一一
ートbC41n(…ーさ一一一+bC5hsize+ bC6AGE14 + bC7AGE65 

、 rCT-l 

めように特定化した。推計結果はすべてのパラメタが者意で、理論制約(所得効果、

驚産効果、 iilfi格効果)や通念(家計の規模の経済性、年齢による消費水準の語義)に

合致した設立子な結果が帯られたことがわかる。これは、時系列データだけを利用し

た場合にはとても期待できなかったことで、ある。

(3)費自別清費者物揺指数

費目射のi向聖者物価は、費目を講成している見守の生産者語格に各突きを取り扱う流

通業者、連輸業者のマージン率を加えることで簿ることができる。すなわち、消費

コンパータをウエイトにして、財別のi昆合財龍揺を費邑]IJ価格に集計することで得

られる。

lnpEk = ~ì bEVidnpOi 

(4)饗呂別需要鵠数

費目別の需要関数i之、線形支出体系を採用したが、家計の世署員の年齢構成のち

がいと世署員の規模の殺溶性を勘案するために、 DemographicTranslatingを施

した

aEi出alkVi十bEi5[1ーヱiaikVi]+ bEi7， Vi =PEi/ (VC廷/pop)

aik = bEkl + bEk2AGE14 + bEk3AGE65 + b主k4hsize

VCH=PCT"CP-VC挺

のような特定化を行っ さらに、一綾清費者物価は
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::ì ía五ilnp~ilnpCT 

った。によって近鍛

2 (PCT) 

きかえて再計もの(2)における総合消費者物撞指数の初期値を{引で算出さ

る。改定前後の恭離がある収束限界算をくりかえ

(6)射別需要関数

コンパータをを商品ベースに引き戻すには、自はもとづく

i
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このとき SNAと産業連関表の統計上の誤殺を dif1というノf利用する必繋がある。

ラメタで処理する。

CHi =::ikbEvik .aEk VCH/difdpOi 

(7)討対対家計氏陣非営科鵠枠消費支出

より自支出額を外生にして、対家計民詩非営利

寄る o

bωNC指/difdpOiCNi 

(8)投資財需要、

と外生変数の在庫純増額から内生変数である

られる。

hi=b山 Vh/dif4/POi

IVi =brv-Nlv/dif6/pOi 

それぞれ以下の式より

(9)主文麿最終諸費、

ら財JJtlの支畠量がそれぞタト生変数である政府泊費支出額と

れ立下の式より得られる。

CGi =bCGiVCG/dif3/POI 

b =b'GiVIG/difs/Poi 

同輸出需要の決定

なわち輸出関数は調整コスいま外国の所得効果を無視すると、

トを勘案すると
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lnEI 十bEXsdn(ジExJ語f) (-1) 

ーdif7

のように、対数線形の特定化が簡潔で、便利である。 このとき円の増価によるドル建

て輸出価格の上昇は輸出を減らす効果をもつことから、価格の効果はマイ のイ直

をとることが期待される。 この式を ら誰許したところ 7)、

財によって辻、儲絡の保数は正穫を示すものもあったが、 そうした場合に

に-0.1をノfラメタとして した。

(11)総需要水準の決窓

以上の最終需要項自と儲棒ブロックで捧られた中関投入構造を前提にすると

市場の需給バランス fふ
M品、

XI+MI=~iXIj十 FDi+ Ei， mi = M!/ (~jaijXi 十 FDi)

Xi 十 mi(~iaiîXi や FDl) ニ ~jaijXi 十FD!

FDiニCPi十(A;jトCNJωトhl+lvi+IGi

のようになるが、 これをXについて解くと

x= [I-DA] [Df十e]，X=(Xl門 Xn)'，

A={b山 "aMd(l十tl2j-tSi)・PDj/PMj}，

(FDl，..，FDn)'， e = (El，..，En)' 

。=diag (1 -aIMIPodpIMl，..，1 -aI!VInPon/PI~n)

が薄られる。

号車輸入需要水準の決定

翰入の派生需要は以下のよう iこなること辻明らかである。

M肌j=引(a伽IMi船i苧L斗)団市芯丸jbIυ山Jれ川i
μai 1μJMj 

VMTニヱiPIMiMi・difs

3.3 生産要素市場均欝主らびマクロバランス

よび資本需要

ーピスなら ピスの需要量は

市場停題絞め一章受均衡分析 151 



DLj aLd(l十tl2j-tSi) PDiX;/PL塁 DLTロ(2:jDL;).diflO 

百五 =aK;/(1十tI2i PDiXdpK， DI三T=(2:jDKj) .dif告

より帯られる c

(2)致詩の資金過不足

政府の経常収入は主主接・間接税収と移較所持によって講設される。古文に、収入試

(tD1 +tD2十tD3)[PLSLTートP瓦SKTJ+ (2:1 (t出i

十三j -tsj) ， ~DjXj ， . difll十T支1
(1十tr幻-tSi)

一方、政府の経常支出は

VCG 十Ysoc十TRIGP

となるため、政府の経常余鶏誌

SG二収入一支出

となる。

さらに投資等を整除した政府の純蓄積拭

SIG +DEPG十TRCPG十TRCRG-VIG -VLG 

のようになる。

(3)海外の資金過不足

海外に対する閤民経常余襲詰

SR (VET十YLR 十TIミhd'err2-VMT 

のようになるため、海外資産の線増辻

Sh Sま-:--TRCRG

のようになる。

は)民間への資金供給

十七lbl十tner)

民間貯蓄辻、民間可処分所需と消費支出との残基として定義されるが、民関投資

突き市場における資金の供給先;之、設建からの資金に加えて、先立計算された政府な
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らび、に海外の資金識不足と合計である。

VIPSロ (YD-PCTCpトDEPp-TIミCPG-VIv十VLG十SIG-Sh) "er・I・3

出労働サーどス市場、資本サービス市場ならびに資金市場における趨違供給

労働サーピス市場、資本サーとス市場、資金市場むおける超過供蛤

ESL=SLT-DLT 

ESK=SKT-DKT 

ESIコVIPS-Vh

が、すべてゼロに達するところで均禽が成立するが、ワルラス法制

ESL + ESK + ESI = 0 

より、 3つの場衡条件のうち一つ辻 1次従属の関保にある。この

資本サ-eス{酉格をニューメレーノレiこして、繋金率と資金需要額を

て均衡解の探索を計った。

4. 市場開放の経済効果

ι1 軍務樟援撤識の経済効果

め本モデルでは

チ変数と L

まずi立bめにSazanami，Urata and Kawai(1995)で、行ったのと同様に

を撤廃することが日本経済にどのようなインパクトを及ぽすのかを試算する c ここ

で貿易障壁の尺震と Lて先に推計した162部門ベースの内外調搭差を引用する。日

米価搭義が裁定きれない部分のうち関税率については蔵業連関表より推許可能で、あ

る。そ Lて{議努義と関税率との蓋を非関税障壁の等楠尺夏(非関税率とよよ)とみな

すことに寸る。この推計結果は付表3tニ示されている。この表から捗糖、種類、腹

物、酪農品などの食料品で関税率が今なお高いものもあるが、合板、穀類、地非金

属鉱物、林業等多くの童業において非関税障護率が趣めて高いことがわかる。ここ

での貿易障器撤廃シミュレーションはこの関税率、非関税率がゼロになった場合を

想定する。

予想される効果としては輸入繕搭が母下するために閣内封から轍入財へと代替が

おこるため、器内財霧婆ひいては労骨需要か百議少する c その結菜、国内黙捌格なら

び、;こ賃金率が母下して閣内窮価格が下がるために、逆に国内長さへの需要増もありう
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表 6 シミュレーション結果 (1990年の基準値に対する変化率)

貿易障規制緩 *' ~:; ~y lJ^ 賢察要貫害実窟守る産票!
撤廃の のみ 全産業農林水食料品 化学 建設電ガス 卸小売金融保 運輸通信

マクロ変数
pL 5. 5見 4.1覧 7.6出1.8出1.7切 O.3覧 O. 2出 O. 3切 O.7覧 0.0覧1.6覧
pCT -5.2% -8.同一12.2弘斗.8% -2. 0% -0. 8出 0.0出 0.0弘一1.1% -0.3出斗」監
pI -5.6百一14.9出-18.9覧-1.1覧-1.0出一O.6百一5.8活 0.0弘一0.9百一0.1指一2.0弘
r 18. 5目 55.2出 73.3弘 3.5弘 3.1出 1.9出 19.3弘一O.1出 2.9弘 O. 2出 6.5% 
acp 0.2回一0.4百一O.3出 O. 1出 0.0弘 0.0弘一O.1免 0.0出 0.0% 0.0% 0.0% 
VIP/pI -4.3出 16.9弘 14.4% -1. 6弘一2.0出一O.7弘 ιZ監 O. 4弘 0.4出 0.4出 O. 6出
YD/pCT 1.8弘 6. 5出 8.4弘 O. 7弘 0.9% O. 6目 0.1覧 0.2出 O. 6弘 O. 3弘 0.8弘
VCP/pCT 2.0覧 6. 1% 8. 1弘 斗皇監 L盟 牛五星 0.0出 O. 1% ι旦監 O. 3弘 主旦監
GDP 一1.3出 11.8出 10.8弘一0.1出 0.0弘一O.1出 2. 5出 0.2略 0.6% 0.2% 1. 1% 

費目別消費者物価
1.食料飲料 8. 7覧 12.4回一19.0百二5.2% 二L旦量一O.6目 0.0首 O. 1弘一1.8弘一0.1弘一2.7目
2.衣服履物 一7.9%-10.2% -16. 3出-1.2% 一1.1% -0.9% O. 1% 0.1弘一2.3% 一0.1目 1. 9% 

3.家賃光熱一1.7% -3.8弘一5.2% 一O.3弘一O.3弘一0.8弘二生 3% 二ι丘量一0.2弘一0.3弘一0.4首
4.家具雑貨 5. 7出 9.4百一13.6純一1.3% 一1.1% -1. 0世 O. 1目 0.1% -1.8弘一0.1弘一2.1% 
5.医療保険 -4.8弘一8.6%-11.9% -1.4弘一1.4百一0.8% 0.1覧 O. 1唱-1.0% 0.0% -1.7目

6交通通信 4. 6唱 7. 1出 10.6% -0. 9弘一0.9弘一1.9唱 0.0九 0.1純一1.0出 0.2首 1. 9% 
7教養娯楽 4. 1% -6.5% -9. 6活 1.0出 O. 9% -0. 5百 O. 0出 0.0弘一0.6出一O.1弘一1.3覧

8その他 -5. 8出-11.8弘一16.0回一1.6純一2.0目 O. 5% 0.0% 0.1活ー0.8弘一0.9喝一2.5% 
産業別生産者価格
1.農林水 -5.3% -14. 6目-18.2弘一10.3% -1.4出 0.8唱 0.0弘 O. 1% -0.6弘一O.1弘一2.4覧
2鉱業 -3.9% -16.7弘一19.3% -1. 0唱一1.0弘一0.9覧 0.0出 0.0% 一0.4弘一0.2% -9. 1覧

3食料品 -9.0出-15.日一21.9弘三.7% -7.0監 0.8出 0.0% O. 0% 一O.7弘一0.1弘一2.4%

4樹陸 -6. 1唱-10.6九一15.3覧-1.6喝-1.1% -1.7目 0.0% 0.0弘一O.9九一O.2悩-1.7弘
5化学 -6. 2% -9. 2弘一14.2% -0. 7話一O.7弘二L旦 0.0% 0.0弘一0.4同一O.1% 一1.4世
6.金属 -5. 9目 -8.2百-13.3話一0.8目一0.8百一0.6出 0.0目 0.0弘一0.5世 0.0弘一1.6覧
7.機械 -4. 7出 -8.7覧-12.4唱一O.9幅一O.9弘一O.7出 0.0出 O. 0% 一0.6世 0.0百一1.5略

8.他製造 -5.9% -12.6首-16.8% -1.4% -1.1唱-1.0% 0.0覧 0.0出一O.7% 一O.1話一2.3唱

9.建築 -5. 0唱-19.0%一22.2% -1. 2% -1. 1% -0.附斗L盟 0.0% -0.6出ーO.1% ー2.2弘
10.電ガ水 -2.回一7.4% -9.6% 一0.6% -0.回一1.0% -0.2% 二2.3% -0. 3% -0. 1% -1.0目

11卸小売 -4. 3% -9. 5百-12.2% -1.3唱-1.2% 一O.3唱 O. 1出 O. 1目 -4.2量一0.2% -1. 8出
12金融 -3. 7同一10.4弘一12.8切 1.1覧 1.1唱 0.2略 0.0喝 O. 1幅一O.4唱 -4.6唱-1.2唱

13不動産 -1. 0% -2.8弘一3.6弘一O.3弘一O.3% 一O.1% -0. 4% 。ー O弘一O.1弘一0.3弘一O.3% 
14.運輸通信 -4. 3覧ー15.5国一18.2% ー1.0悩 1.0略 1.4覧 0.0出 O. 1% 一0.5% -0.2% -11.2唱
15サーピス -4.8弘一13.5覧一16.7覧 1.5目 1. 7% -0. 5% 0.0唱 O. 1幅一O.6% 一0.1同一1.5覧
16.公務 -5. 1弘一19.5世ー22.4出-1.5% -1. 5出ーO.5略 0.0首 0.2% 一O.7出 0.0% -1. 7世
就業者数変化率
1.農林水一28.2出 -9.9% -26. 8略-25.5% -6. 8覧 O. 7出 O. 1目 O. 2% -0. 7世 0.2首 O. 0目
2.鉱業 1.0百一5.2同一6.1世 2.2% 1. 7% -3. 3盟主.8% -0.7覧 0.9弘一1.1% -3. 8出
3.食料品 -5. 5唱 -6. 0同一10.倒 -4. 1% 二u星 0.6喝 O. 1覧 O. 1目 -0.9並 0.2目ー0.5覧
4繊維 -4.3% 0.3百一3.1出 1.0出 1.4唱 O. 2% 0.1喝 0.2出-1.6首 O. 4弘 0.6世
5化学 一1.6% 8.0% 7.2% O. 3喝 0.4% 三」量 0.2% 0.2切 0.4弘 0.5% 1.4覧
6金属 1.0世 6. 7目 5. 7世 O. 3% 一0.1喝 0.5% 一O.1目 0.1世 O. 7世 O. 5% 2.1出
7.機械 -2. 5% 一0.8同一3.4私 0.4出 O. 3% 一O.7覧 O. 1弘 0.0出 0.2% 0.2目 O. 1% 
8.他製造 -2.0出 4. 5世 3. 5% 0.5% O. 3目 O. 6% 0.1百 O. 1出 0.4出 O. 4出 1.2世
9.建築 -0. 9% 1. 0% 一0.2切 0.2世 0.0% 一O.7弘一0.4% 一0.1切 0.3弘 0.2% O. 3話
10.電ガ水 5.6世 1.3略 4. 8世 3.0% 3.0覧 1.5弘主.9% -2.2監 1.3弘一O.1世 1.8唱
11.卸小売 1. 7% 1. 8% 0.6% -1. 1唱ー1.5% 0.4覧 0.3弘 O. 2% 二L1量 0.4目 0.3% 

12金融 2.4覧 1. 1% 3. 6首 0.8% O. 7目 1. 0% 0.4覧 O. 1唱 0.6弘一3.1% O. 7世
13不動産 10. 5唱 17.3覧 25.7出 3. 9覧 4.3% O.同一0.4% 二ι旦監 2.2% 0.5拡 3.9% 
14運輸通信 1. 7% -5. 6% -4. 1% 1.1覧 O. 7弘一0.9出 O. 0目 O. 1% 0.2拡 O. 1% -9. 7唱
15サービス 2. 1幅一4.2目 2.8百 1.0悩 O. 5覧 O. 5覧 0.0% O. 0弘 0.4弘一0.2略 0.4% 

16.公務 5.5九 1. 8% 5. 3対 1.9弘 1.8出 0.1% -0.3弘一0.3弘 O. 7弘一O.1弘 1.4九
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る。また当該討の価格の低下と A賃金率の億下は誌のすべて

め、その影響は当該産業以外にも及ぶことになる。

していくた

すべての産業で貿易障壁が撤廃されたうえでー綾均衛が成立した結果が表6

されている o 予想漏り鏑絡が慧下する一方で、可処舟戸前等と消費支出辻2%程度

増加している。しかし、輸入弐容がおこり、さらに投資も減少するために国内総生

はむしろ減少している。黙の櫛轄のうちもっとも下落率が大きいのは食料品であ

る。離分類でみると精穀・精粉、タパ、コ、肉・肉議、麺類、砂槽だけでなく製革三毛

皮、宣言料、合棋などでも価格の低下が著しい。これは農林水産業、食料品製造業に

関する商品の関税率、非関説主容が罷めて高いためであるο 表7に示されている

別の賓易障壁掻廃の効果をみても農林水議業と食料品製造業における貿易湾設撒震

の効果が大きい。化学、他の製造業の描格引き下げ.~奇襲拡大効果も小さくない。

とくに石迫化学は内外揮格葎が大きいうえに、それを利揺する産業が多いことから

波及究会果が小さくないことが予想される。また、議6からもわかるが、競争輸入が

しないサーピ おいても舗格の憶下率が大きい。これは中開場倒格の慧下

や黄金率の下落からおこるもので、一般均傍モデルでないと表現できない効楽であ

るO このことからも部分均術モデルで辻貿易障捷の効果を限定してしまっているこ

とがわかる。

しかし、こうした大幅な相対値議体系の変化は大幅な労儀移動を余儀なくする。

このモデルで泣労働市場が賃金でクリアされるとの想定を置いているために失業法

しないが、議金率と労畿の限界生産力とが等しくをるところまで労鋤者は設業

を移動し統ける。表からは農林水産業、食料品、繊維業の労働需要が減少してい

るのに対して、不動産、電気・ガス・*:i.授業、サーピス業の労犠需要が増加するこ

とがわかる。そのなかでも、穀類、小宛業、 衣態見田り品の雇用は大幅

に減少することが予想される。

以土のことから貿易障壁の撮廃はたしかにすべての産業の儒惑を引き下げ、消費

の増加をもたらすが、それと同時に大幅な雇用朔整を余儀なくすることがわかる。

4.2 規制緩和等による生産性向上の経済誌巣

一方、規制緩和等による生産性向上がもたらす経済への影響を次に接討してみる。

シミュレ…ションを行うまえに、各農業ごとの総要素生産性の上昇がどのように波

及するのかをまず確認しておこう。表?の(2)、(3)は器産業の生設性が20路増大した

ときに、一殻均衡過程をへた結果、各種のマクロ変数ならびに各産薬の価格にどの
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(1)各産業における貿易障壁撤廃のマクロ変数への影響

Fro怒/τ。 pL pCT pI r acp VIP!pI YD/pCT VCP/pC 芯DP
基準々 ース 1. 000 1. 000 L 00号 0，070 0，835 115184 2き1834243628 424537 
農林木 ヰ斗議斗J量三」主 主主塁 0，1% -1. 8話 0，3義 弘法握 ヨmO4V2昼百
鉱業 -0，4'話 ω乱立司 自 0，3県 しむ覧 な母覧 -0，9唱 …G、i誌 な号事
食料品 ームA塁 斗斗議 設斗革 2，3唾 吉宗 i覧 1. 8% 弘正監 三ム基盤
議詩基 -0，5弘一0.4'も 0，2'も 。噌 B首 告白む覧 0，7覧 0，1% -0， 2~品

な減少三重 1. 7~出 。‘凸覧 1.0'弘 主4%
耳Z滋化学 -0，2琵 -0.4時 0.7'も 0，0唱叩0，官埠 告2覧
金E車 告告発 0，0% -0.2世 0，6覧 0，0覧 0，1覧 広告覧 号、む覧 0， 1拡
機械 -0、4五 -0，2事 0，0覧 。鴇6弛 -0. :見 0，0きも 叩0.2唱
総童話造 ω1.0弘 0.7議 0，1覧…0，5話 0，1% 0，2覧 ω♀ 3事

? 貿易障壁撒療ならびに生産性向上の彰響

(2)各議業で生産性が20%向上した場合のマクロ変数への効果

acp VIP!pI YD/pCT VCP/pC GDP 

0，835 115184 2自1834243628 424537 
0.0世 叫 1‘告詫 1.1事 L 1唱 0，昔話
札口弘 一2.6覧 ~ 込議 1.筋
立む監 づ 2持 0，6型 立記事 0.6判
0，1実 0，8弘 lヲ% 1.8重 之む%
0，1%ωO. 5~込 0 ， 5目。 5聖ふ4詫
0，0弘主3% 0，5百 0，5鴨之 Ijも
-0， 1% 15，1塁 上級 1.5明 弘主主
-0.1世 2，8出 五 1 是型 2.2匹
吋0.2堅三」監 0.3五 0，襲?1% 
G合覧 1.9弘 主之監 3，7議 牛込
町札 I五 :ゐS覧 1.7百 1.5詰 L 41主
0，0拡 L 覧 2.0詰 2，0略 2，4'私
自，0匹 0，1覧 0，3覧 0，3話 0，2覧
申告，2詰 4，5出 7， B覧 7，5詰 :0.4弘
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(3)各産業で生議性が20%向上した場合の各産業価格に対する効果マ十リックス

{一般均衡の帰結}

ような影響を及ぼすかをみるための表である(ここでももちろん162意識ベース

計した結果を16産業

儲格を下落さ予

Lている)。誌とんどの において 向上は、

. ~肖費 .GDP を増加させるように作用すること、またその影

富豪業を中心にして轄広い産業に設及すること、がわかる o しかしながらいく

つか留意しておく点がある。まずマクロ変数に対しては産業によって効果の大きさ
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に差が存在することと鶏設業における生産性向上は、投資財描惑を大幅広下落させ

るが他の締格を誌とで上昇させることである。例えば、食料品、卸小究、サーピス

の生産!生増大辻消費者物価を大きく下げ、消費を増やすのに対して、機械、

サービスの生藤性増大辻投資財価格を引き下ぜ、投資需要を増やしている。その結

サーピス、機城、主義設、卸小売の生産i金上昇i訂患の産業よりも GDPを相対的

に大きく高めることになるのまた、建設業における生産粧の上昇のケースだが、

働車場の高遠から舞金率が上昇してf患の価格の増加がもたらされるが、そのメカニ

ズムは十分明らかにできなかった。

次iこ謹業別生産上昇の産業儲波及をみた表7の(3)をみると、自選業をあらわす

対角要素をネ心に幅広い産業;こ生産性上昇が波及しているのは明らかであるが、

よってその広がり方に違いがある。備えば、農林水産業、繊維、金議、

金融探検といった産業では広がり方が幾つかの産業は限定されているが、食料品、

化学、機械、地製造、卸小売、連輸通話、サ-eスにお汁る生産性上昇詰i幅広く数

多くの産業に波及している。先の褒7の(2)の結果で試食料品、地製造、卸小究、

総通信、サーピスの非効率性が大きいことが示されていたことから、これら

における生産詮の上昇辻経済全体に幅広く波及し、経2斉或長に大きく粛議すること

が予想できる。

きて、いま規範緩和等によって器産業の非効率性が改善されるとしたときめ影響

を試算してみよう o 改善艇は表7の(2)に示されている生造性格差の20%で請うるとの

仮定をおくことはするc その結果は表6の規制綾和等のみのケースである。ここれを

みると諸費財締語、投資慰価格とも大臨ぷ下落して、投資財需繋、消

GDPの増加率は先の貿易陣綾掻騒のケ…スを上富っている。消費者物備はどれも

大きく俄下しているが、なかでも食料欽料、その他、衣現履物の低下率が大きい。

さらに詳細にみると合板、道路貨物輸送、穀類、法務財務会計、他の事業所サービ

ス、吾、棒、建物サーピス、精穀維製粉などの産業の価格法下E容が大きい。一方、

用議獲の側面をみると鉱業、農林水産業、食料品、連輸通信業で就業者数が減少す

るc そのなかで、も人数でいえばやはり穀類がもっとも大きいが、そのほかにも

貨物輸送、飲食部、理審美容菜、部険などの産業で大幅の襲用調整が見込まれる。

4.3 貿易離壁撒躍と規競畿和のポリシ…ミックスの経済効県

では、貿易障壁撤廃の議つかのネがティブな影響をソフトランディングさせ、場

合むよっては効果を穏乗的に大きくする致策として、 2つの政東の両立が考えられ
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る。表6には各産業で政策変買さを行った場合の一穀均祷デノレによっ された結

果が示されている。 したケースをみると明らかに泊の2つの政策より

も価格の下落率、消費の増担率は高いが、投資の増加率が1毛先、 GDPの増加率が

10必%と先の生主主性上昇のみのケースよりも若干小きくなっている。

産業別にみると内外価格差が大きし非効率'注が帯主とする農林水産業、食料品、

都小売、 おける政策実行が鑑格を下落させ、需要を喚起するの立有効で、

あることがわかる。さちらはこれらの産業の織格依下は他の意業にも幅広く設及して

いる。消費支出をみると北学、運輸通信の彰響も小さくないことがわかる。

数の推移をみると農林水産業、鉱業、食料品、運輸通信で蟻用泣減少するが、その

一方で旬、不動E室、花学、金属において蓬用は吸収される。

さらに、この2つの政策は所書再分配という視点からも有効な政策である。表8

に誌没善器産別に各政策を行うことはよる家計の厚生変化が補盤変分で溺られてい

るO 単f立は丹/年間である。この表から各政策の効果が擦によって異なることが

わかる。例え法、貿易障器撤擦は檎償変分でみると、 1世帯あたり平均で年間17万

再の判講を生み出しているが、各f宣誓の消費支出に対する利得の比率でみると、世

帯主年齢が30歳代の営撃と70歳以上の設替で大きい。また年収階級別にみると憶所

得階題迂どベネフィットの比率が商いことは明らかであるc 規制誰和政策のみ

合は l世帯あたり年間50万円の科得を得ることに等しいが、その影響は先と間報に

低所持)穫の方が大きい。間政策を併用した場合は 1世帯あたり年間80万円の利得に

なり、やはり高齢者世帯、低所帯者}警に対しでより大きな侵誌をもたらす性質はか

わらない。産業別にいえば、食料品ならびに農林水産業の規制緩和の影響がもっと

も大きく行世帯あたり15.3万円)、ついで運輸通信(5.6方舟)、化学(4.7万丹〉、卸

小売(4.3万丹)の顕である。

以上のことから、貿易陣瞳撤屡と規制緩和等はよる市場開放政策は、効率性とい

う鵠酷からも所帯蒋分艶という倒語からも支持を受けやすい政策であるといえるの

ただし、大輔な驚用額整がもたら~れることが予想、されるので、雇用薗での機先的

な施策が必婆とされるごと;まし通うまでもない。

5.結論と今設の課題

本穣では、貿易障壁の撤聴ならびに規制譲和による市場調放の経済効楽を多部門

一般均欝ニモデノレを用いて に評傭を行った。この一般主主禽モデルは捕格議整に
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表s政策変更による 1世帯あたり年期利得〈様償変分で静価)

貿易際経撤廃 規制緩和毒事によ 本 1トミックス会主義泌する選霊祭
金獲性向上 会産業 農林水 食料品 化学

全世帯事平均 175，吉56 2‘5唱 505，755 7.2鵠 801，31911.4覧 67，252 1"主主 86，499 ふ込 47，告75 斗議
致事務主年鈴望号

時24才 116，610 2.6% 316，345 7. 鍬 466，23010.3話 46，329 1. 0% 57，8幸吉 1.3略 31，204 0.7% 
25-29才 149，87宰 2.9% 3宮3，934 7.6% 617，362 11.9持 58，277 L 1詫 72，428 L 4首 38，048 0.7話
30-34才 1吉弘560 3.3霊 4由8，258 8.5略 832， 125 14.2重 75，515 ふ泌 事3，358 1..Jl霊 46，6芭昌 弘主盛
35-3号才 232，821 .:h主義 584，372 主鋭1， 010量約9 込~ 88，981 ふ全盛 110，163 L工島 53，621 
40内 44才 224， 613 .:hぬ 5吉弘837 8.2'弘1，000， 023 13. 8首 85，463 L 2琵 107，394 1. 5喝 55， 161 

175，936 2.2% 526，811 6.6部 796，834 主主詰 66，643 0司自略 86， 103 1. 1覧 51，216 0.6百
144，827 1. 8唱 471，043 5.8昆 659，5宮4 8.2覧 54，561 な7'目 7しき35 0.9五 47，392 O.己主
138，474 L m出 毛48，3百8 5.8議 621，985 8. 1略 51， 912 0、7'も 68，283 0.9% 45，5百8 0.6覧

60-64才 135，522 吉弘 422，848 6.0昔 596，532 8.叙 51， 147 0.7首 66，563 1. 0鵠 42，81時 0.6判
65-69才 113，175 2.7詫 528，818 8.2弘吉23，97014.3話 66，980 1. 0弘 ヨ0，号事7 1.4需 吾韮，097 0.7襲
7Q-74::t 178，657 2.9略 547，370 8.9% 997，654よ6.1% §き， 714 L 1% 95，百お ふ主主 45，818 0.7霊
75叩::t 171， 555 .:h鍾 528，6事S 主治 978，861返ふ霊 67，812 1.2覧 告3，963 1"査室 43，227 0.7弘

126，605 bJl量 355，586 込主主 598，652泌J並 51，506 L主義 67， 188 1"豆盛 31，347 0.7主
146，887 ぶ議 401. 237 L.2l!i 654，855 12.8益 58，193 Lll! 74，189 .L主筆 36，註12 O. 7% 
163，179 b三重 441，324 1."主主 719，016些」議 63.872 ふ泌 80，840 ふ基盤 40，979 な7事
172，685 2ゃB唱 468，5告7 7.7きも 757，757 12.4略 66，吉81 1. 1% 84，6守2 1. 4% 43，922 0.7唱
180，799 2.8菟 497，51母 7.6% 806，945 12.4弘 69，777 L 1話 88，609 L 4~尾 46，53嘗 0.71も
184，0号5 2.6% 515，848 7マ4'品 君主5，51511.8首 70，613 1. 0覧 S宮，昔話2 1.3嘩 48，679 号、71も
185， 517 2. 5% 533，595 7. 1覧 842，07註11.2唱 70，617 O.謹話 90，631 1.2弘 50，793 0.7'る
187，731 2.3腎 558，1号8 6.8需 864，35310.5覧 70，5き5 0.9需 告1，436 1. 1% 53，832 O.了時
195，380 2.2覧 594，407 6，6弘吉lふ55110.1覧 72，637 0.8覧 吉弘699 L 1部 57，809 0.6菟
216，686 2マC明§きl金337 6.3事1，033，464 弘3唱 77，728 0; 7'る 102，818 立9% 68，宮41 0.6部

ポル iックス告と3護施する遂言葉
建設 電気ガス水道 1M小売 委主懇保険 運輸漁法

全世t有守平均 6， 544 O. 1見 12，802 0.2% 43， 861 ふ錨 1患者 171 0; 2詫 56，609 込皇監

立，758 0.1事 6，179 0.1略 32，585 0.7話 9，962 0.2唱 41，179 O.告鴨

2，664 O. 1首 6，342 仏1話 38，887 0.7% き，3ヲ4 乱立話 49，084 0.9世
2，311 0.0覧 6，148 0.1% 46，958 込主義 7，76吉 O、l時 ぬ， 139 lJl霊

35-39才 2，474 0.0話 6，65宮 0.1% 52，き29 7，0ヨS なl話 66，617 1. 0覧
40-44才 4，673 0会 1% 10，195 O. l'量 52，241 O. 11，713 江2% 66，542 0.9弘
45-49::t 7，961 0‘l事 15，347 0.2事 46，566 0.6'現 20，113 0.3略 60，217 O.事事
50-54::t 告書 107 O. 1覧 17，030 0.2首 42，246 0.5琵 23，424 0，3覧 55，112 0.7覧
55-59才 8， 426 O. 1幅 15，857 0.2鷲 40，981 0.5喝 22，279 0.3誌 53，397 O. i世
60…64才 7，067 0.1% 13，548 0.2首 39，391 0.6弘 19， 323 O. 3事 51，054 0.7% 

9，427 0‘1% 16，534 弘主皇 35，072 0.5覧 17.360 立.3% 47，358 0.7覧
10，1吉吉 ふヰ監 17，465 込主霊 32，544 0.5目 16，885 斗立芸 44，71号 0.7%
10，260 ふ巡 17，365 Q."巡 29，761 な5覧 16，313 込立重 41， 289 0.7覧

1 4，604 0.1% 8，668 0.2覧 28，6号4 ふヱ昼 10，215 0.2話 37，272 生旦思
2 4， 152 仏1莞 8，427 0.2唱 35，447 ふヱ量 10，6260.2事 45，378 ゑ喜義
3 も186 O. 1詫 8，744 号、2唱 39，605 ιヱ主 11，028 0.2首 50，518 仏♀草
4 4，446 O. 1官 9，342 O.弘 42，355 0.7喝 11，878 乱立覧 53，9号9 0.9怖
5 5，193 0.1覧 10，61告 0.2% 43，羽56 0‘7話 13，178 0.2覧 56，258 弘吉革
告 5，望10 0.1覧 11，885 告Z現 45，465 0.6覧 14，906 0.2弘 58，335 0.8覧

資事 7f>蜜蕊 6，903 0.1見 13， 556 0.2要 46，5告告 0.6首 17‘115 0.2実 59，宮4岳 0.8略
第 8階建雪 8，204 0.1% 15， 761 O. 2覧 48，084 0.6覧 20，100 Q.J;議 62，356 0.8話
第号線層 き，433 0.1主 17，897 0.2覧 50，詰34 0.6藷 22，846 ゑな説3完 65，944 0.7事
第10階層 12，406 O. 1民 23，119 0..2翼 57，871 0.5覧 2札815 76，079 0.7% 

主主}基準{阪は1990年の年罪悪消費支出である。単伎は円/年である影%表示されているのはj商事者支

出;こ対する比率である。

もとづくワルラスタイプの単純を体系ではあるが、 162部門ベースの詳細な童業別

博報と内外価格差データ ら詳細な部門別のシミュレーション実験が行えるよう

になっている O このモ にもとづいて貿易機壁撒躍と親制緩和を行った場合の効

果を した結果、 (1)両政策とも儲格低下を通じ を増やす傾向があること、
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(2)需主文楽は併用することが認ましく、それによって大きな効果が期待できること、

(3)両政策とも高齢者世替、器所得世帯により大きな利得をもたらす所得再配分究室果

が期待できること、 (4)大幅な相対繕棒の変化の結果、大きな悪熊調整がもたらされ

るので、ぞれを補完する覆用政策が不可欠で、あること、などが明らかになった。

しかし今呂の分析は、法黙として多くの改善すべき余地を獲しており、こうした

分析の lつのステッブにすぎない。今後は、政策作，南メカニズムの内生生、

の導入などの点で拡張を拭みるつもりである。

160 R本経;削斤従 N0.31 ， 1996.4 



注釈

本稿は、日本経済研究センターにおける「市場関放の経済効果J において報会されたものであ

る。会議中には大山道広主査をはじめとする参加者の方々、木村福成氏をはじめとするコメン

ターの方々から有益なご意見令項いた。ここに記して感謝いたします。しかしながら、本稿に伐

る問題は著者の処渡しきれなかったところであるa

1) 森JII-'1'0 a・上松(1995)で編広いサーベイが行われゆといるむまだ、 Kimなra，K間 laiand 
T旦naka(l985)では転嫁率と流通、譲事占等の市場の不完全性との関連が詳細な高品分類のも

とで検討されている。

2 ) と小売業の王子均値 として各規模のすFP格安まを計算した。生産物としては売

上…仕入、労働投入は就議者数、資本投入は有形固定資産額を用いた。

3 ) こうした流通業の効率化によるモテソレ分析として経済審議会調務部会計議委員会(1990)が

ある0

4) ここで用いられている要因分解については、泉国・河弁・新保(1989)を参照のこと G

日 日夕|毛織格委長のデータは、疑懇義勢大学農業研究所(1994)の推計方法にもとづいて、

マージン率を1987年のめ表から得たり、記述されていない費者の部分を他の資料で補完する

などの修正を行った(Kawai設ndTanaka{I的白人時間あたり賃金主容はず毎月

査.! (労働省)， Employment and Earnings (8LS)から得た。金利は IMFFinancial 

Statisicsから得たc 関定資本マトリックスについては米匿のそれが入手できなかったので、

日本と資本構成が同じであると仮乏して、資本財価格差を算出した。

6) こうした函婦を行う時には予言に因果穏係が問題となる。すなわち生産性が向上したために

輸出が増加したり、輸入の自由化を行ったとも考えられるからである。しかし、河井(1995)

において時系列デ…タを用いた因果関係の検証が行われているが、そこでは逆の密巣は有窓

ではなかったο しかし、統計的な因果関係は遼論的には意味がないので、この点はより詳細

まれよう。

7) 自民経済計算ベースにデータを変換するには、山帰j議家主雪合加える、 (2)陵療費の保険主主技

分を加える、 (3)月次データを年換算しなお守、などの義援を行う必要があるc なかでも医療

饗は世帯ゑの年齢構成と

われた。

〉にもとづいて推計が行

れ もちろん券関税障愛の形態は様々であり、それを一律に栴格へ転嫁するという単純なここ

での処現に問題があることは間違いない。

9 ) もちろんそデルは162部門ベースで解かれているが、こここではそれをお部門に集計した結

果だけを とどめる。詳細な結果は河井{設96)を著書綴のこと。
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付表 1 分析産業分務部価格幾と生麗性格差
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付表2 変数リスト
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付表3 関親書事および非関税障畿等倍率 (1990年}
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2メント

木村楠成

辻、市場開放と規制媛和の経詳効果を実証的一般均鋳モデル (computa網

ble general equilibrium modeDを用いて計i裂したパイオニア的論文である。

河井氏はこれまでにも実証的部分鳴禽モデル (computablepartial equilibrium 

modeDを用いた日本の貿易障壁の!写生効果分析を持っている (Sazanami，

むrata，and Kawai [1995J)が、ここでiまそのスコープを貿易関難のみなら

翻緩和による生産性向上にまで拡張し、さらに産業関の波及効果も莞るため

均欝のフレームワークを用いている。貿易階段の計識や規制緩和の扱いやモデル構

造等はついてはまだ改良の余地があるものと考えられるが、今後続くであろう研究

のベースとなる意義深いものである O

本論文の特散の 1つは、 162部門はっき OECD統計と日米産業連関表から

日米の嬢格とさ佐藤構造のデータをもとに繋易障壁と規寄せによる非効率を定義してい

ることである。これは興味深い試みである。ただし、その算出結果iまそオ同居室、の詮

意を払いつつ解釈すべちである。貿易障壁は、活費者物価ベースの時米繍格差から

・連輸マージンを除した生産者嬢格ベースの描格差と定義さ?れている。付表1

された鏑格競を見るとi手段リーズナブルな数字が得られていると言える。しか

し、かなり難い分類での高品の突き合わせであるため、 1分類内での高品構成の違

いや商品の品震の違いがデータに反映されている可書営住もあることじ留意する

がある。特にサーぜス産業の価格の比較辻注意して見るべきであろう。

規制心よる非鶏率辻、間接税、票材料投入、資本・労動投入の日米格議を

街格差から除した超過利潤芸春轄蓬をもっ

辻本文中lこ詳しい説明がないが、

されているo この算出方法について

に共通な要繁価格を用いているとすれ

l工、それを非効率と時べるかどうか若干の張関が残る G また、超過利j関率がfまいほ

ど効率的と解釈されているようであるが、資本ー労働投入を克ただけでは漏れてし

まう生産要素〈たとえば人的資本や土地)はないのか、あるい辻欠援を出していれ

ば効率的とみなされてしまうのではないか、といった疑関が桟るc 単なる技術の優

劣とま文詩規制の影響を分離することができないことも、この方法を用いる持に;主事

れではならない。
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表 6-表 8にシミュレーション結果が訳されている O 貿易障壁撤廃の場合に

GDPが下落しているように見えるのは、ニューメレールに資本サービス価格を

とっているためである。労働集約的財の方が高い陣轄に守られているとすれば、資

本サービス栖格に対 し、財，価格の多くも下落するのはストlレパーニサ

ムヱルソン定理の通りである。非貿易紛{厳格の下落が貿易財描格に比し小幅に止ま

る点も、理論通りである。構様変分の場加が2.5%とされているのも 1)ーズナプノレ

な結果である。 20克の生産d投増加と定義された規事苦難和についてのシミュレーショ

ン辻、産業開の波及を観察するι脊摘である。また、アメ 1);カとの生産性格差が

20%藷小した場合〈本文中の ?の(2)J (p.157、19行部辻「付表しの誤り

と思われる〉のシミュレーションも、必ずしも農制緩和の効果と辻呼べないと

え、大きな厚生の向上をもたらすとの結果辻興味深い。

なお、モデルは新しい均構にるまでの調整過穫を記述するためのラグ変数が

入っているけれども、その結集が報告されていないのは残念である G

その{也、第2節に:ま断片的ではあるが、今後の研究のためのさまざまな種が示さ

れていて興味深い。ただしその節全体の論理構成については若干の寝苦しが見られる。

貿易財の価格を織論ずる際はは、姫期と中長期をi唆別する必要がある。短期では、

コスト構瑞の変化や在住総性の変化が価格に反映されたり、為替レートの変動

る価格調整が探れたりすることももちろんあり得る。しかし中長期では、

貿易財について

すれ江河ら

により国際間で価格は均等化するはずであり、しないと

しているものと考えられる。コスト

により じるのではない。第2節第4項には「高欄格差は麗材料価格

説明できるJ との記述があるが、それで泣領格差で貿易瞳壁を るこ

とと くなってしまう。

また総かいことであるが、関3に示されている卸売物横と 日

と非

会守

切

、“

なところ

したい。

によるものと解釈するより

じていると考えるべきであろう。丹嘉英主

しろ自然である。

きな問題に正面から車り組もうとしたものであり、

ったのも致し方のないところであろう。河井氏の今後の箭詫に大いに

市場開放の一般均衡分析 167 


